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第１回公認心理師試験の施行について 

 

 

今般、公認心理師法第６条の規定に基づく標記試験（試験期日：平成３０年９月９日

（日））の施行について、別添のとおり厚生労働省より本会宛周知方依頼がありました。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、貴会管下郡市区医

師会及び関係医療機関に対する周知方ご高配のほどよろしくお願い申し上げます。 

 
 

 

 



日本医師会長殿

公認心理師法(平成27年法律第68号)第6条の規定に基づき施行する標記試験について

は、平成30年2月2日及び4月9日付けで官報(官庁報告欄)に掲載されました。つきま

しては、都道府県知事及び国公私立大学長宛てに別添「第1回公認心理師試験の施行」を通

知しておりますので、貴管下の関係機関・関係者等に対する周知方よろしくぉ願い申し上げ

ます。

第1回公認心理師試験の施行について(周知依頼)

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

精神・障害保健課長

(公印省略)

障精発0508第8号

平成30年5月8日

[本件担当]

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

精神・障害保健課公認心理師制度推進室

電言舌:03-5253-1111 (内線 3113'、 3112)



別添

第1回公認心理師試験の施行

試験期日平成30年9月9日(日曜田

試験地北海道、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府、兵庫県及び福岡県

※平成30年4月9日の公告において、北海道を試験地として追加。

1

2

3 指定試験機関

一般財団法人日本心理研修センター(以下「センター」という。)

試験内容

公認心理師として具有すべき知識及び技能

※なお、出題基準を別途定め、センターのホームページ上に掲載している。

4

5 試験の方法

(1)試験は、筆記の方法により行う。

なお、障害のある者等については、その申請により点字問題、拡大文字問題、チェッ

ク解答用紙等による試験を行うほか、試験時間の延長等必要な配慮を行う。

(2)出題形式は五肢又は四肢択一を基本とする多肢選択形式とする。

6 受験資格次のいずれかに該当する者

(1)学校教育法(昭和22年法律第26号)に基づく大学(短期大学を除く。以下同じ。)

において心理学その他の公認心理師となるために必要な科目を修めて卒業し、かつ、同

法に基づく大学院において心理学その他の公認心理師となるために必要な科目を修め

てその課程を修了した者その他その者に準ずるものとして公認心理師法施行規則(平成

29年文部科学省・厚生労働省令第3号。以下「施行規則」という。)第4条第1項に定

める者

なお、大学での必要な科目は次のアのとおり(施行規則第1条に掲げる科助、また、

大学院での必要な科目は次のイのとおり(施行規則第2条に掲げる科助であること。

ア施行規則第1条に掲げる科目

①公認心理師の職責

②心理学概論

③臨床心理学概論

④心理学研究法

⑤心理学統計法

⑥心理学実験

⑦知覚・認知心理学

⑧学習・言語心理学



⑨感情・人格心理学

⑩神経・生理心理学

⑪社会・集団・家族心理学

⑫発達心理学

⑬障害者・障害児心理学

⑭心理的アセスメント

⑮心理学的支援法

⑯健康・医療心理学

⑰福祉心理学

⑱教育・学校心理学

⑲司法・犯罪心理学

⑳産業・組織心理学

⑳人体の構造と機能及び疾病

⑳精神疾患とその治療

⑳関係行政論

⑳心理演習

⑳心理実習(実習の時間が80時間以上のものに限る。)

イ施行規則第2条に掲げる科目

①保健医療分野に関する理論と支援の展開

②福祉分野に関する理論と支援の展開

③教育分野に関する理論と支援の展開

④司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開

⑤産業・労働分野に関する理論と支援の展開

⑥心理的アセスメントに関する理論と実践

⑦心理支援に関する理論と実践

⑧家族関係・集団・地域社会における心理支援に関する理論と実践

⑨心の健康教育に関する理論と実践

⑩心理実践実習(実習の時間が450時間以上のものに限る。)

(2)学校教育法に基づく大学において心理学その他の公認心理師となるために必要な科

目を修めて卒業した者その他その者に準ずるものとして施行規則第4条第2項に定め

る者であって、施行規則第5条で定める施設において2年以上公認心理師法(平成27

年法律第68号。以下 N却という。)第2条第.1号から第3号までに掲げる行為の業務

に従事したもの

なお、必要な科目は(1)のアに掲げる科目と同様である。

(3)文部科学大臣及び厚生労働大臣が(1)及び(2)に掲げる者と同等以上の知識及

び技能を有すると認定した者

(4)平成29年9月15日より前に学校教育法に基づく大学院の課程を修了した者であっ

て、当該大学院において心理学その他の公認心理師となるために必要な科目を修めたも

の



なお、必要な科目は次のとおり(施行規則附則第2条に掲げる科助であること。

ア保健医療分野に関する理論と支援の展開

イ次に掲げる科目のうち2科目

①福祉分野に関する理論と支援の展開

②教育分野に関する理論と支援の展開

③司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開

④産業・労働分野に関する理論と支援の展開

ウ次に掲げる科目のうち2科目

①心理的アセスメントに関する理論と実践

②心理支援に関する理論と実践

③家族関係・集団辻也域社会における心理支援に関する理論と実践

④心の健康教育に関する理論と実践

工心理実践実習

(5)平成29年9月15日より前に学校教育法に基づく大学院に入学した者であって、平

成29年9月15日以後に心理学その他の公認心理師となるために必要な科目を修めて当

該大学院の課程を修了したもの

なお、必要な科目は(4)に掲げる科目と同様である。

(6)平成29年9月15日より前に学校教育法に基づく大学に入学し、かつ、心理学その

他の公認心理師となるために必要な科目を修めて卒業した者その他その者に準ずるも

のとして施行規則附則第4条に定める者であって、平成29年9月15日以後に同法に基

づく大学院において心理学その他の公認心理師となるために必要な科目を修めてその

課程を修了したもの

なお、大学での必要な科目は次のとおり(施行規則附則第3条に掲げる科助であり、

また、大学院での必要な科目は(1)のイに掲げる科目と同様であること。

ア次に掲げる科目のうち3科目

①心理学概論

②臨床心理学概論

③心理学研究法

④心理学統計法

⑤心理学実験

イ次に掲げる科目のうち4科目

①知覚・認知心理学

②学習・言語心理学

③感情・人格心理学

④神経・生理心理学

⑤社会・集団・家族心理学

⑥発達心理学

⑦障害者・障害児心理学

ウ次に掲げる科目のうち2科目



①心理的アセスメント

②心理学的支援法

③心理演習

④心理実習

工次に掲げる科目のうち2科目

①健康・医療心理学

②福祉心理学

③教育・学校心理学

④司法・犯罪心理学

⑤産業・ホ餅哉心理学

オ次に掲げる科目(工の2科目のうち1科目が健康・医療心理学である場合にあって

は、②又は③に掲げる科助のうち1科目

①健康・医療心理学

②人体の構造と機能及び疾病

③精神疾患とその治療

(フ)平成29年9月15日より前に学校教育法に基づく大学に入学し、かつ、心理学その

他の公認心理師となるために必要な科目を修めて卒業した者その他その者に準ずるも

のとして施行規則附則第4条に定める者であって、施行規則第5条で定める施設におい

て、 2年以上法第2条第1号から第3号までに掲げる行為の業務に従事したもの

なお、大学での必要な科目は(6)に掲げる科目と同様である。

(8)平成29年9月15日時点において法第2条第1号から第3号までに掲げる行為を業

として行っている者その他その者に準ずるものとして施行規則附則第5条に定める者

であって、次の各号のいずれにも該当するに至ったもの

ア法附則第2条第2項第1号の規定により文部科学大臣及び厚生労働大臣が指定し

た講習会(以下「公認心理師現任者講習会」という。)の課程を修了した者

イ施行規則附則第6条で定める施設において、法第2条第1号から第3号までに掲げ

る行為を5年以上業として行った者

7 受験手続

(1)試験を受けようとする者は、次の書類等を提出すること。

ア全ての受験者が提出する書類等

(ア)受験申込書施行規則様式第1により作成するとともに、これに記載する氏

名は、戸籍(日本国籍を有しない者については、住民票)に記載されている文字

を使用すること。

(イ)写真受験申込前6月以内に脱帽して正面から撮影した縦4.5センチメート

ル、横3.5センチメートルのものとし、その裏面には氏名と生年月日を記載する

こと。



イ 6の(1)又は(6)に該当する者が提出する書類卒業証明書(学校教育法第

102条第2項の規定により大学院への入学を認められた者にあってはこれを証する書

面)及び修了証明書並びに科目履修証明書

ウ 6の(2)又は(フ)に該当する者が提出する書類卒業証明書(学校教育法第

102条第2項の規定により大学院への入学を認められた者にあってはこれを証する書

面)及び科目履修証明書並びに実務経験証明書

工 6の(3)に該当する者が提出する書類公認心理師試験受験資格認定書の写し

ただし、一般財団法人日本心理研修センターに当該認定書の原本を提示し、原本照

合を受けなけれぱならない。

オ 6の(4)又は(5)に該当する者が提出する書類修了証明書及び科目履修証明

力 6の(8)に該当する者が提出する書類実務経験証明書及び公認心理師現任者講

習会修了書

(2)受験に関する書類等の受付期間、提出場所等

ア受験に関する書類等は、平成30年5月7日明曜日)から平成30年6月1日(金

曜田までの間に、センターの指定先に提出すること。

イ受験に関する書類等の提出は、簡易書留郵便によるものとし、平成30年6月1日

(金曜田までの消印のあるものに限り受け付ける。

ウ受験に関する書類等を受理した後は、当該書類等の返還及び試験地の変更は認めな

し、

なお、当該書類等に記載されている氏名、現住所又は書類送付先に変更を生じたと

きは、その旨を指定期日までに指定書類にてセンターへ届け出ること。

ただし、試験地は事情により希望試験地とならない場合がある。

(3)受験手数料

ア受験手数料は、28,700円とし、受験手数料の額をセンター所定の5連式払込用紙

を用い、ゆうちょ銀行の振替又はその他の金融機関からの振込により納付すること。

この場合において、ゆうちょ銀行の振替等に要する費用は受験者の負担とする。

イ受験に関する書類等を受理した後は、受験手数料は返還しない。

(4)受験票の交付受験票は、平成30年8月9日(木曜田に投函し郵送により交付

する。

8 合格者の発表

(1)試験の合格者は、平成30年Ⅱ月30日(金曜田午後に、厚生労働省及びセンタ

ーにその受験番号を掲示して発表するとともに、センターのホームページ上に合格者の

受験番号を掲載する。

(2)合格者には、公認心理師試験合格証書を平成30年Ⅱ月30日(金曜田に投函し

郵送により交付する。

9 受験の申込みに必要な書類の請求

書
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受験の手引、受験申込書、払込用紙等受験の申込みに必要な書類の請求は、センターの

ホームページに掲載された請求方法によって申し込むこと。

10 その他

(1)試験の詳細については、センターが発行する「受験の手引」を参照すること。

(2)受験に際し、障害がある等のため別室の設定、手話通訳者の付与等何らかの配慮を

希望する者は、あらかじめ受験申込時より前にその旨を申し出ること。

Ⅱ試験に関する照会先

一般社団法人日本心理研修センター東京都文京区小日向4-5-16ツインヒルズ

茗荷谷10階郵便番号 112-0006 試験案内専用電話番号03 (6912) 2655 ホームペ

ージ htt ://shinri-kenshu. j /

12 公認心理師試験委員

試験委員長赤木美智男

副委.員長小川 久旦

石川悦子

遠藤由美

金沢吉展

熊野宏昭

家近早苗

江口昌克

風間雅江

金井篤子

齋木潤

局橋登

中村<

福田憲明

村井潤一郎

大久保善朗

琢麿

利彦

伸司

慎司

容子




